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研究要旨 
１．研究目的 
 令和元年に「身寄りがない人の入院及び医療に係る意思決定が困難な人への支援に関するガイ

ドライン（以下ガイドライン）」を発出して１年が経過した時点での身寄りがない人への対応の

実態、ガイドライン活用状況や活用状況を踏まえた改善点を検討し、ガイドラインを補完する事

例集を作成することを目的とした。 
 
２．研究概要 
 令和２年度は、身寄りがない人の支援に係る各関係機関（医療機関、自治体、社会福祉協議

会、日本介護支援専門員協会員、日本相談支援専門員協会員）を対象としたアンケート調査とヒ

アリング調査を実施した。 
 身寄りがない人の入院は地域によって偏在しており、三大都市圏での事例が多かった。身寄り

がない人の入院に関する病院、自治体、社会福祉協議会の役割分担はある程度なされていた。

「ガイドライン」は各関係機関で活用されている一方で、「ガイドライン」が広く周知されてい

ない現状も明らかとなった。回答者は、身寄りがない人へ必要な医療が提供できるようにするた

めに「医療機関や施設等への啓発」を望んでいた。「ガイドライン」を補足する事項としては、

「身寄りがない人」の家族関係の整理と対応方法、患者の預金をおろす等の代理行為や金融機関

との連携方法、親族調査の際の個人情報の取り扱い方が抽出された。 
 「身寄りがない人」の家族関係や、何らかの理由で制度やサービスが利用できない時の代理行

為の法的解釈や親族調査の際の個人情報取り扱い方、患者情報がない中の医療の倫理的な判断方

法が、現場で課題となっている。「ガイドライン」が発出されても、周知が不十分であり、「ガイ

ドライン」では対応できないことも多くあるため、対応する機関や人によって身寄りのない人へ

の対応が異なる現状がうかがえる。今後、「ガイドライン」をさらに周知するとともに、「ガイド

ライン」を部分的に補足・修正をして、身寄りがない人への対応をある程度標準化することが望

まれていた。 
 令和３年度は、令和２年度の調査結果から得られた困難事例の集約をして、ガイドラインでは

対応が困難であると思われる事例を作成した。事例は、１．患者本人の意思が確認できない状況

での対応、２．患者本人の意思決定を尊重した上での対応（本人の意思を尊重した退院）、３．

患者本人と疎遠な家族との関わり方（家族の役割）、４．絶縁状態の家族の意見の尊重（延命治

療の決定プロセス）、５．退院後の住まいを確保し生活を支援するための対応の５事例である。

これら５つの事例に対して、医療面の課題、事例に関する法律的・倫理的懸念事項を整理し、法

律の観点を踏まえた対応案と倫理の観点を踏まえた対応案、対応案について留意すべき事項を事



  

例集で示した。また、令和２年度に実施したガイドライン活用状況の調査において、特に質問が

多かった事項（身寄りがない人の金銭管理の支援と制度の活用）については Q&A にまとめた。 
 
３．結論 
 アンケート調査およびヒアリング調査から得られた困難事例から課題を抽出できた。課題を網

羅するために、ガイドラインでは対応が困難な事例を集約し、５事例を作成した。５つの事例に

対して、医療面の課題、事例に関する法律的・倫理的懸念事項を整理し、法律の観点を踏まえた

対応案と倫理の観点を踏まえた対応案、対応案について留意すべき事項を示した事例集を作成し

た。 
 地域や病院の機能によって、活用できる資源が異なるため、ガイドラインと事例集の周知に加

えて、自治体毎、病院毎のガイドラインやマニュアルを作成することが望まれる。 
 家族の存在に関わらず、誰もが「身寄りがない人」になる可能性があるため、「身寄りのない

人」に限定した医療の体制づくりに留まらず、本人の意思に基づき医療を受けることができる体

制づくりが必要である。 
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Ａ．研究目的 
 成年後見制度は、平成 11 年の民法等の改正

により、従来の禁治産・準禁治産制度を改正

して、平成 12 年に導入された。成年後見制度

の導入後、その利用者は増加しているもの

の、当該制度を利用していない認知症、知的

障害、精神障害のある人も多く存在してい

る。今後、認知症高齢者の増加などにより、

成年後見制度の利用が必要となる人の大幅な

増加が見込まれる中、国民がより広く、ま

た、安心して当該制度を利用できるようにす

るための対応が必要となっている。 
近年、医療や救急等の現場において、身寄り

のない高齢者等、本人に代わって判断をする

親族がいない場合に、必要な対応がなされな

いケースも生じているとの指摘もある。医

療、介護等を受けるにあたり意思を決定する

ことが困難な人が、円滑に必要な医療、介護

等を受けられるようにするために、成年後見

人の職務を含めた支援のあり方を検討する必

要がある。 
平成 28 年４月、議員立法により、「成年後

見制度の利用の促進に関する法律」が成立

し、平成 29 年３月には「成年後見制度利用促

進基本計画」が策定された。当該基本計画に

は、平成 29 年１月に提出された「成年後見制

度利用促進基本計画の案の作成に当たって盛

り込むべき事項」を踏まえ、「医療や福祉関係

者等の合意を得ながら、医療・介護等の現場

において関係者が対応を行う際に参考となる

ような考え方を指針の作成等を通じて社会に

提示し、成年後見人等の具体的な役割等が明

らかになっていくよう、できる限り速やかに

検討をすすめるべきである。」という記載があ

る。 
また、平成 29 年１月に内閣府・消費者委員

会の「身元保証等高齢者サポート事業に関す

る消費者問題についての建議」では、病院等

が身元保証人等に求める種々の役割を分析分

類し、必要に応じて病院等や都道府県等に対

応指針を示すなどの適切な措置を講じること

が求められている。加えて、求められる役割

に対応する既存の制度やサービスが無い場合

には、必要な対応策を検討することが求めら

れている。 
このような背景を基に、病院が成年後見人

や身元保証人に求める役割や支援の実態、病

院職員の制度理解の状況といった実態把握

を、平成 29 年度の「医療現場における成年後

見制度への理解及び病院が身元保証人に求め

る役割等の実態把握に関する研究」において

全国約 6000 施設に対して実施した。平成 30
年度には、平成 29 年度の調査結果を踏まえ

て、医療にかかわる意思決定が困難な患者へ

の対応および身元保証人等がいない患者への

対応、医療の場における成年後見制度の活用

方法等についてインタビュー調査を行った。

これら研究結果をふまえて、各分野の専門家

による検討を経て、「身寄りがない人の入院及

び医療に係る意思決定が困難な人への支援に

関するガイドライン」を策定し、令和元年 6
月に発出した。ガイドラインは、身寄りがな

く、医療に係る意思決定が困難な人への対応

方法について、実際の医療現場での対応方法

から抽出されたベストプラクティス、全ての

医療機関で、全ての医療従事者によって実行

可能であると考えられる標準的な対応方法、

本人の意思を尊重する医療の仕組みづくりと

いう方向性を示した。 
令和２年度には、ガイドラインを発出して

１年が経過した時点でのガイドライン活用状

況や活用状況を踏まえた改善を検討すること

を目的とし、全国 4000 病院、500 自治体、

800 の社会福祉協議会を対象に、アンケート



  

調査とヒアリング調査を実施した。 
アンケート調査の結果、身寄りのない人の

入院は地域によって偏在していており、身寄

りがない人の入院や、身寄りがない人の入院

や医療についての相談が多いのは三大都市圏

であった。身寄りがない人の入院の際に生じ

る困りごとについて、自治体は親族調査や制

度申請に関する役割、社会福祉協議会が金銭

管理や入院費の支払いに関する役割、病院は

医療に係る意思決定に関する役割を担うとい

う、ある程度の役割分担がなされていた。「ガ

イドライン」は各関係機関で活用されている

一方で、「ガイドライン」が広く周知されてい

ない現状も明らかとなった。 
加えて、親族やキーパーソン頼みの現在の

医療の体制から、本人だけで医療を受けるこ

とが出来る体制へ変えていくことも今後の要

望として抽出された。 
本研究は令和元年に「身寄りがない人の入

院及び医療に係る意思決定が困難な人への支

援に関するガイドライン（以下ガイドライ

ン）」を発出してからの身寄りがない人への対

応の実態、ガイドライン活用状況や活用状況

を踏まえた改善を検討し、ガイドラインを補

完する事例集を作成することを目的とした。 
 
Ｂ．研究方法 
 令和２年度では、身寄りがない人の支援に

係る各関係機関（医療機関、自治体、社会福

祉協議会、日本介護支援専門員協会員、日本

相談支援専門員協会員）を対象としたアンケ

ート調査とヒアリング調査を実施した。アン

ケート調査の回収率は、医療機関 32%（配布

枚数 8000、回収枚数 1271）、自治体 54%（配

布自治体数 500、回収自治体数 270）、社会福

祉協議会 54%（配布枚数 800、回収枚数

405）、日本介護支援専門員協会 52%（配布枚

数 92、回収枚数 48）であった。ヒアリング調

査の対象者は、地域医療支援病院の医療ソー

シャルワーカー２名、自治体の成年後見利用

促進・高齢福祉担当者１名、社会福祉協議会

の日常生活自立支援事業専門員１名であっ

た。 
 令和３年度では、令和２年度の調査を分析

し、事例集で提示するべき事項を整理した。

その結果、身寄りがない人の定義と法解釈、

家族の扶養義務（医療費の請求可能な家族）、

訴訟可能な家族の範囲、家族の医療同意の法

的な意味、内縁関係、友人、雇用主、LGBTQ
のパートナシップの方への対応、情報の共有

と個人情報保護法の関連、金融機関との対応

方法、審判前の保全処分の具体的な活用方

法、介護・医療の提供者への免責、免責の対

象となる行為等が抽出された。 
 事例集で提示するべき事項を基に、15 事例

を作成した。班会議で検討を重ね、類似する

事例を集約し５事例にまとめた。 
 事例の対応については、法的に留意するべ

きことと、倫理的に留意するべきことが異な

るため、事例に対して、医療面の課題、事例

に関する法律的・倫理的懸念事項を整理し、

法律の観点を踏まえた対応案と倫理の観点を

踏まえた対応案、対応案について留意すべき

事項を事例集で示した。 
 また、令和２年度に実施したガイドライン

活用状況の調査において、特に質問が多かっ

た事項（身寄りがない人の金銭管理の支援と

制度の活用）については Q&A にまとめた。 
 事例集を作成するにあたっては、厚生労働

省医政局と情報共有し、関連部署および日本

医師会等の関連団体との意見交換をした。 
（倫理面的配慮） 
 調査は山梨大学医学部倫理委員会の承認

（2281）を得た。 



  

 
Ｃ．研究結果 
１．アンケート調査 
【集計によるまとめ】 
○身寄りがない人の入院は地域や病院によっ

て偏在している 
○身寄りがない人の入院や、身寄りがない人

の入院や医療についての相談が多いのは三大

都市圏 
○身寄りがない人の入院の際に生じる困りご

とについて、自治体は親族調査や制度申請に

関する役割、社会福祉協議会が金銭管理や入

院費の支払いに関する役割、病院は医療に係

る意思決定に関する役割を担っていた 
○身寄りがない人の医療に係る意思決定が求

められる時点で本人の意思が確認できない場

合の医療の決定プロセスは、「医療・ケアチー

ムで決定する」 
○「ガイドライン」が活用されている一方

で、「ガイドライン」が広く周知されていない

現状 
○身寄りがない人へ必要な医療が提供できる

ようにするために「医療機関や施設等への啓

発」が望まれている 
【自由記載のまとめ】 
○対応する機関や人によって身寄りのない人

への対応が異なる 
○ガイドラインの内容は不十分である 
○身寄りがない人への対応を統一して欲しい 
○身寄りがない人の対応について体制づくり

が必要 
○本人だけで医療を受けられる体制づくりが

必要 
○各関係機関の役割分担を明確にして欲しい 
○ガイドラインの周知が必要 
○ガイドラインの修正が必要 
 

２．ヒアリング調査 
「ガイドライン」を補足する事項として以下

が抽出された。 
○「身寄りがない人」の家族関係の整理と対

応方法 
○患者の預金をおろす等の代理行為 
○金融機関との連携方法 
○個人情報保護条例をふまえた親族調査の方

法や留意点 
○身寄りがない人の入院や医療の対応につい

ての役割分担の明確化 
○国民への ACP の普及啓発 
 
３．困難事例の分析 
 困難事例を類似性に基づき集約し、困難事

例の代表的なストーリーラインを作成した。 
【患者背景】 
○社会との関わりが希薄、または社会との関

わりにトラブルを抱えている 
○家族関係が希薄、または家族関係にトラブ

ルを抱えている 
【入院せざる得ない状況】 
○事故や急病により救急搬送される 
○がん末期で疼痛コントロールや看取りが必

要となる 
【医療や介護、権利擁護のサービスを利用で

きない状況】 
○疾病の治療や QOL の維持・向上のために医

療や介護、権利擁護のサービスが必要だが本

人が拒否、または制度やサービスを利用でき

ない状況がある 
【代理行為で対応】 
○何らかの理由で公的な制度やサービスを利

用できない場合、医療従事者が代理行為を実

施することになる（特に医療費の支払いや預

貯金の管理） 
【公的な制度やサービスでは対応できないこ



  

とへの対応】 
○入院に必要な物品の準備や洗濯等の身の回

りの世話等の公的な制度やサービスでは対応

できないことが生じる 
【本人の意思が推定できない】 
○患者背景が不明なため、本人の意思を推定

する情報がなく、医療・ケアチームによる医

療の決定が困難 
４．事例集の作成 
令和２年度の調査を踏まえて、ガイドライ

ンでは対応が難しい事例を集約した。事例

は、１．患者本人の意思が確認できない状況

での対応、２．患者本人の意思決定を尊重し

た上での対応（本人の意思を尊重した退院）、

３．患者本人と疎遠な家族との関わり方（家

族の役割）、４．絶縁状態の家族の意見の尊重

（延命治療の決定プロセス）、５．退院後の住

まいを確保し生活を支援するための対応の５

事例であった。 
 これら５つの事例に対して、医療面の課

題、事例に関する法律的・倫理的懸念事項を

整理し、法律の観点を踏まえた対応案と倫理

の観点を踏まえた対応案、対応案について留

意すべき事項を事例集で示した。 
 
Ｄ．考察 
 身寄りがない人の入院や、身寄りがない人

の入院や医療についての相談は、地域よって

偏在しており、とりわけ三大都市圏で多いこ

とが明らかなとなった。地縁や血縁の希薄化

が進む都市部において身寄りのない人が増加

していることが示唆された。 
 「ガイドライン」を活用しているという意

見がある一方で、「ガイドライン」を知らなか

ったという意見も多く見られ、身寄りのない

人への対応は標準化されていない。「ガイドラ

イン」が発出されても、周知が不十分であ

り、「ガイドライン」では対応できないことも

多くあるため、対応する機関や人によって身

寄りのない人への対応が異なることが課題と

して挙げられた。 
 これを踏まえて、調査結果を分析し、ガイ

ドラインでは対応が難しい事例を集約した。

これら事例に対する法的課題と倫理的課題が

相反する場合もあるが、両方の視点をふまえ

た対応策を検討し、事例集を作成することが

できた。 
 地域や病院の機能によって、活用できる資

源が異なるため、ガイドラインと事例集の周

知に加えて、自治体毎、病院毎のガイドライ

ンやマニュアルを作成することが望まれる。 
 家族の存在に関わらず、誰もが「身寄りの

ない人」になる可能性があるため、「身寄りの

ない人」に限定した医療の体制づくりに留ま

らず、本人の意思に基づき医療を受けること

ができる体制づくりが必要である。 
 
Ｅ．結論 
 令和２年のアンケート調査とヒアリング調

査から、ガイドラインに補足するべき事項を

整理することができた。ガイドラインでは対

応が難しい事例としては、１．患者本人の意

思が確認できない状況での対応、２．（本人の

意思を尊重した退院）、３．患者本人と疎遠な

家族との関わり方（家族の役割）、４．絶縁状

態の家族の意見の尊重（延命治療の決定プロ

セス）、５．退院後の住まいを確保し生活を支

援するための対応の５事例であった。これら

５事例について医療面の課題、事例に関する

法律的・倫理的懸念事項を整理し、法律の観

点を踏まえた対応案と倫理の観点を踏まえた

対応案、対応案について留意すべき事項を事

例集で示した。 
 また、令和２年度に実施したガイドライン



  

活用状況の調査において、特に質問が多かっ

た事項（身寄りがない人の金銭管理の支援と

制度の活用）については Q&A にまとめた。 
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